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⾃治体における
休職者の状況・背景
（事業開始以前から状況に変化が

あれば特に記載）

令和７年度 公⽴学校教員のメンタルヘルス対策調査研究事業 事業成果報告書

令和７年度の取組計画
令和６年度までの成果を踏まえ、
引き続き/新たに取り組みが必要
であると考えられた点

事業実施者：沖縄県教育委員会

○令和６年度までの取組を踏まえ、
１次〜３次予防や労働安全衛
⽣管理体制の充実など基本的
な取組の充実・深化、これまでの
成果を持続可能で実効性のある
取組として県内他市町村及び全
国展開できる形で取りまとめる。

○相談や研修の実績が不⼗分で
あるため、「スマートフォンを利⽤
する『セルフチェック』の導⼊」、「新
規採⽤教員に対する保健師等
による⾯談」に新たに取り組み、
事業の学校現場への浸透、相
談件数増加に繋げる。

○保健師等配置市教委との意⾒
交換及び「市町村教委労安活
性化会議」開催、関係者会議で
まとめたメンタルヘルス対策等に
関する提⾔の発信により、事業
の成果等の横展開と労働安全
衛⽣管理体制の充実を図る。

沖縄県の教育職員の精神疾患による休職者（令和６年度「公⽴学校教職員の⼈事⾏政状況調査」）
○現状 令和６年度︓247⼈（在職者⽐率1.56％）令和５年度︓268⼈（在職者⽐率1.69％）
○傾向 近年増加傾向（令和４年度229⼈、令和３年度199⼈、令和２年度188⼈）
・校種別⼈数 市町村⽴学校の⼈数が多い
令和６年度 ⼩学校121⼈ 中学校59⼈ ⾼等学校45⼈ 特別⽀援学校22⼈
令和５年度 ⼩学校125⼈ 中学校66⼈ ⾼等学校52⼈ 特別⽀援学校25⼈
令和４年度 ⼩学校 94⼈ 中学校62⼈ ⾼等学校49⼈ 特別⽀援学校24⼈

令和６年度までの取組の充実・深化を図るとともに、これまでの取組成果を持続可能で実効性のある
取組として県内他市町村を始め、全国展開できる形で取りまとめる。

１ ⼀次予防、⼆次予防に関する取組
■産業医、保健師等による相談体制の整備【継続】
■スマートフォンを利⽤する「セルフチェック」の導⼊【新規】
■新規採⽤教員に対する保健師等による⾯談【新規】
■セルフケア研修、ラインケア研修の実施【継続】

２ 三次予防に関する取組
■復職の⽀援【継続】

３ 労働安全衛⽣管理体制の整備及び労働安全衛⽣管理の取組の活性化【継続】
４ 学校における働き⽅改⾰と⼀体となった取組【継続】
５ 調査研究事業と関連した取組

■「市町村教委保健スタッフミーティング」（保健師等配置市教委意⾒交換）の開催【継続】
■「市町村教育委員会労安活性化会議」の開催【新規】

※次⾴以降は、モデル事業における取組を中⼼に記載する。
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令和７年度の取組事項と成果 ー１次予防、２次予防についてー

令和７年度の取組内容 取組による成果

取組に当たって直⾯した課題、⼯夫した点

■産業医、保健師等による相談体制の整備【継続】
○概要︓那覇市⽴学校の教員が専⾨家（医師、保健師、公認⼼理師）にオンラインやメールで
相談が出来る相談窓⼝「メンタルクラウド」のサイトを令和７年７⽉11⽇に開設。

○取組実績︓相談件数８件（２⽉26⽇時点） R6︓９件 R5︓１件
■スマートフォンを利⽤する「セルフチェック」の導⼊【新規】
○概要︓セルフケアの充実を図るため、各職員のスマートフォンから、⾃⾝の⾷欲、睡眠、疲労等
の状態に関する設問に回答することで、⼼の健康状態を判定（⻘、⻩、⾚の三段階）すること
ができるシステム（「セルフチェック」）を導⼊する。※セルフチェックの判定に応じメンタルヘルス相
談に繋がることも可

○取組実績︓９⽉１⽇利⽤開始、利⽤件数︓1,024件（２⽉26⽇時点、⻘信号740件、
⻩信号253件、⾚信号31件）
■新規採⽤教員に対する保健師等による⾯談【新規】
○概要︓新規採⽤教員（80名）に対し、９⽉中旬から12⽉中旬にかけて、那覇市の委託先
の⺠間企業の保健師が困りごと等の⾯談を⾏う。※メンタルヘルス相談に繋がることも可

※セルフチェックの判定に応じメンタルヘルス相談に繋がることも可
○取組実績︓９⽉29⽇に学校への案内開始、⾯談実施済⼈数65⼈（２⽉26⽇
時点、実施率81.3％）

▲課題
・活⽤実績が少ない。
○⼯夫した点
・LINE活⽤、名刺⼤のメンタルヘルスカードの配布により、相談窓⼝へのアクセスが簡便となるようにしたほか、セルフチェックや新規採⽤教員⾯談から相談に繋ぐことも可能とした。
※セルフチェックで⼯夫した点
・短時間で実施できる簡易な質問内容とした。
・⾃⾝の⼼の健康状態の把握を習慣化するため、毎週・毎⽉の職員会議等で教員全員に実施してもらうよう学校に呼び掛けた。
・学校間の⽐較ができるよう、学校ごとに実施結果が把握できるようにした。

■産業医、保健師等による相談体制の整備について
○相談件数は依然として少ない。

《参考》調査研究事業とは別事業で那覇市教委が配置する産業
医に対する相談対応件数︓194件（２⽉28⽇時点、R6年
度︓165件）

○産業医等による対⾯の相談など既存の仕組みを利⽤することも
有⽤であることが把握できた。
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令和７年度の取組事項と成果 ー１次予防、２次予防についてー

令和７年度の取組内容 取組による成果

取組に当たって直⾯した課題、⼯夫した点

■セルフケア研修の実施【継続】
○概要︓ヘルスリテラシー向上及びメンタルヘルスの理解促進のため、メンタルクラウド相談および
復職⽀援担当の保健師を講師として、全教員を対象に、①１回15分程度の研修動画を
YouTubeで毎⽉配信、②指導が困難な児童⽣徒への対応に関する動画を配信。
①の実施状況（２⽉26⽇時点）
・２⽉分まで配信、視聴回数1,033件（⽉平均147.6件）
②の実施状況
・８⽉26⽇視聴開始、視聴件数283件
■ラインケア研修の実施【継続】
○概要︓全校の管理職を対象に60分程度のラインケア研修をオンラインで開催
○第１回（９⽉17⽇開催）テーマ︓「那覇の教職員のメンタルヘルス改善の現状」
・講師︓株式会社Avenir 代表取締役 ⼑禰真之介 接続件数︓61回線
・研修後アンケート結果の主なもの（回答数︓80件）
研修の満⾜度→「⾮常によかった」、「よかった」71件（88.8％）
研修の理解度→「理解できた」、「ある程度理解できた」80件(100.0%)
研修内容の実践→「とても思う」、「まあ思う」78件（97.5％）

○第２回（12⽉18⽇開催）テーマ︓「管理職むけマネジメントケア」
・講師︓講師︓三宅 琢（産業医、㈱Studio Gift Hands代表）接続件数︓51回線
・研修後アンケート結果の主なもの（回答数︓93件）
研修の満⾜度→「⾮常によかった」、「よかった」91件（97.8％）
研修の理解度→「理解できた」、「ある程度理解できた」93件(100.0%)
研修内容の実践→「とても思う」、「まあ思う」90件（96,8％）

■セルフケア研修
○８⽉分から２⽉分までの視聴件数は1,033件で、⽉平均では147.6
件と、令和６年度の⽉平均視聴件数を上回っている。３年間を通じた
取組による周知、動画の内容と現場のニーズの合致の結果、視聴件数
が増えていると考えられる。
《参考》セルフケア研修 過去実績
・Ｒ６年度 配信期間︓７⽉〜３⽉
視聴件数合計…1,298件（⽉平均144.2件）

・Ｒ５年度 配信期間︓11〜３⽉
視聴件数合計・・・ 388件（⽉平均 77.6件）

■ラインケア研修
○第１回、第２回とも、アンケート結果では、研修の満⾜度・理解度、研
修内容の実践について肯定的な回答が概ね９割に達し、学校現場の
ニーズに沿った研修を実施できた。

○⼯夫した点

■セルフケア研修︓①毎⽉配信する研修動画は、多くの教員が都合が良い時に閲覧できるよう、オンデマンド配信かつ15分程度と簡潔にした。②過去の相談窓⼝への相談内容を参考に、ニーズがあると思われる研修

動画を毎⽉配信分とは別途作成・配信した。

■ラインケア研修︓管理職が困っていることへの解決の⼀助となるような内容とする。
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令和７年度の取組事項と成果 ー３次予防についてー

令和７年度の取組内容 取組による成果

取組に当たって直⾯した課題、⼯夫した点

■復職の⽀援【継続】
○概要︓委託先の産業医、保健師等の専⾨職が休職者等及び管理職に対し、①休職中・

復職前の⾯談、②ICTを活⽤したリワークプログラムの活⽤促進、 ③復職後のフォローアップ、
などの⽀援を⾏う。

・流れ︓委託先保健師、管理職、那覇市教委と⽀援⽅針会議開催→管理職、本⼈との調
整を踏まえ委託先保健師から⽀援の意向確認等の連絡→復職の⽀援開始

○進捗状況
①休職中・復職前の⾯談
・対象者︓39⼈（令和８年12⽉末時点の病気休暇取得者及び休職者）
・初回⾯談実施済み︓24名（２⽉26⽇時点）
②ICTを活⽤したリワークプログラムの活⽤促進
・７⼈リワーク実施中（２⽉26⽇時点）
③復職後のフォローアップ
・対象者︓10⼈（令和６年度の本取組で⽀援し令和７年度に復職した者）
・⾯談実施済み︓９⼈（実施率90.0％）
※10⼈中１⼈再休職

○「休職中・復職前の⾯談」について、⾯談の際、⾯談対象者が回復初期
なのか復職準備が可能な段階にあるのかなど、⾯談を⾏う保健師が⾯談
対象者の⼼⾝の状態の⾒⽴てを⾏っており、⾯談対象者、その管理職及
び教育委員会事務局が、復職に向けた対応ができる状態にある・復職に
はまだ時間を要するといった判断に資する情報を把握することができた。

○「復職後のフォローアップ」について、対象者10⼈はほとんど再休職してい
ないことから、保健師等の専⾨的⼈材の関与による復職の⽀援の有効性
は⼀定程度確認できた。しかしながら、１⼈は再び休職しており、今後ある
程度の期間引き続き勤務状況に留意する必要がある。

○⽀援を受けた休職者本⼈からの感想（抜粋）
・⾃分の気持ちを受容されることで安⼼感を得、孤独感が減少した。
・休職要因に対して⼀⼈では気づくことが出来なかったことを気づくことが出来
た。

▲課題
・休職者の意向により、全ての休職者に対し復職の⽀援は⾏っていないが、休職者の状況把握等の観点から、可能な限り全ての休職者を⽀援することが望ましい。
○⼯夫した点
・円滑な復職の⽀援のための連携強化として、那覇市教育委員会担当、受託者所属保健師、学校の管理職の三者で⽀援⽅針会議を開催することとした。
・休職者本⼈の状況、学校の管理職との連携に配慮して⽀援に取り組む。
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令和７年度の取組内容 取組による成果

取組に当たって直⾯した課題、⼯夫した点

令和７年度の取組事項と成果 －その他の取組について－

■労働安全衛⽣管理体制の整備及び労働安全衛⽣管理の取組の活性化
【継続】
○概要︓各学校の労働安全衛⽣管理の取組の活性化を図るため、那覇市の
委託先⺠間企業の保健師等及び那覇市の担当者（保健師、⾏政職）が、
オンラインや学校訪問等により学校の状況のヒアリング、理解啓発及び⽀援等
を⾏う。※産業医配置事業受託者（調査研究事業とは別の⺠間企業）と
も連携・協働して、衛⽣委員会開催⽀援や労働安全衛⽣管理の理解啓発
を⾏う。

・訪問対象校︓那覇市⽴⼩中学校（全53校）中、産業医⾮選任校32校
・訪問者︓委託先の保健師または公認⼼理師（必要に応じて市教委保健師
も同席）

・ヒアリング対象者︓管理職、学年主任等
・実施内容（案）︓学年主任等からのヒアリング（1回15分程度）、衛⽣委
員会（イメージ）の効果、健康について話すこと・コミュニケーションの⼤切さに
関するミニセミナー 等

○取組実績
・11⽉に32校中31校を訪問しヒアリング等を実施
（１校は都合がつかず未実施）

○⼯夫した点
・多忙である学校現場に対し、限られた時間で必要な情報を伝える・聞き取ることに留意した。

○学校訪問（ヒアリング）結果の概要
・教職員の⼼⾝の健康状態は「悪い」「普通」の合計が５割を超え、健康⾯に関する課題として

は「⻑時間労働」、「メンタルヘルス不調者の増加」、「業務量の偏り」を挙げる意⾒が多く、⽣
徒指導・児童対応、保護者対応、若年層の負担を挙げる意⾒もあった。

・⼀⽅、職場の雰囲気は良好、職場のコミュニケ―ションも円滑であるとの割合が⾼く、健康⾯へ
の課題への対応についても、業務改善に関する校内研修の実施のほか、職員間での課題共
有、学年を超えた組織体制の構築、管理職・先輩・同僚が話を聞く、という意⾒があること、教
職員の健康等について話し合う場を何らかのかたちで設けているとの回答の合計が約９割で、
話し合いの場の実効性も「実効性がある」、「ある程度実効性がある」の合計は７割を超える
など、職場内のコミュニケーションの機会設定や円滑化に努めていることが覗える。

・メンタルヘルス対策等について「⽇常的に意識している」、「多少意識している」の合計は６割を
超え、⼀定程度の浸透がみられるが、調査研究事業の取組の認知度について、相談窓⼝の
利⽤、復職の⽀援の認知度は低く、利⽤したことがない理由について「情報がどこにあるかを明
確にし、分かりやすく周知することが必要」、「直接話を聞く機会がサービスを知るきっかけになっ
た」等の意⾒があった。

・職場の雰囲気、健康状態、話し合いの場に関する質問など、⼩学校と中学校で差がある項⽬
があった。

○まとめ
・⻑時間労働などの課題はあるものの、職場の雰囲気は良好と感じている割合は⾼く、コミュニケ

―ションの機会設定や円滑化に努めていることが覗える。
・調査研究事業の取組の利⽤が少ないことに関し、情報を受け取りやすいかたちで届ける⼯夫が

必要。
・⼩学校と中学校で回答にギャップがあり、その分析、対応が必要。
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令和７年度の取組内容 取組による成果

取組に当たって直⾯した課題、⼯夫した点

令和７年度の取組事項と成果 －その他の取組について－

■「市町村教委保健スタッフミーティング」（保健師等配置市教委意
⾒交換）の開催【継続】
○概要
・⽬的︓教職員の労働安全衛⽣管理、メンタルヘルス対策を担当して
いる保健師、看護師等の専⾨職を配置している市町村教育委員会
等と、⼩中学校の労働安全衛⽣管理、メンタルヘルス対策について情
報共有及び協議等を⾏うことにより、取組の充実を図る。

・参加市町村︓７市（うるま市、沖縄市、宜野湾市、浦添市、那覇
市、豊⾒城市、宮古島市）

○進捗状況
①第１回︓令和７年７⽉31⽇開催
・主な内容︓令和６年度からの⼈事異動を踏まえた顔合わせ、令和
６年度調査研究事業の成果等の情報共有を⾏った。

②第２回︓令和８年２⽉10⽇開催
・主な内容︓⻑時間勤務、定期健康診断、休職者への対応に関する
情報共有等を⾏った。

○教職員を担当する保健師、看護師は、１名のみの配置であり、学校や
教職員のメンタルヘルス対策等の進め⽅等に悩みがあることから、他市の
事例は⼤変参考になる、との反応があった。

○第２回は保健師等が配置されていない４市に参加を呼びかけ、２市（
⽯垣市、⽷満市）が参加。２市からは、労働安全衛⽣やメンタルヘルス
対策に取り組むにあたり参考になったとの前向きなコメントがあった。

○⼯夫した点
・市町村は⼈員、財政規模及び必要な取組が異なると考えられることから、参加市町村の拡⼤については、現⾏の参加者と同規模である、保健師等を配置して
いない市に参加を呼び掛けることとした。
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令和７年度の取組内容 取組による成果

取組に当たって直⾯した課題、⼯夫した点

令和７年度の取組事項と成果 －その他の取組について－

■「市町村教育委員会労安活性化会議」の開催【新規】
○概要
・⽬的︓市町村⽴⼩中学校における労働安全衛⽣管理に関し関係者間
の情報共有及び協議等を通して全県的な取組の更なる活性化を図る。

・設置時期︓令和７年７⽉
○取組実績
①第１回各地区会議︓県内の６つの教育事務所ごとに、当該教育事務
所とその所管市町村の労働安全衛⽣管理担当者を対象として、令和７
年７⽉から８⽉にかけて開催。

・主な内容︓働き⽅改⾰とメンタルヘルス対策の必要性、労働安全衛⽣管
理の体制整備や具体的取組、復職⽀援プログラムの周知・実施について、
情報共有や協議等を⾏った。

②第２回全体会議︓全教育事務所、全市町村の担当者を対象に、令和
７年11⽉13⽇に開催。

・主な内容︓⾏政説明（メンタルヘルスケア、復職⽀援プログラム、業務量
管理・健康確保措置計画）、市町村の好事例紹介、グループ協議
（テーマ「これから取り組みたいこと」）

▲課題
・特に、⼩規模または離島・過疎地域の市町村教委における、教委事務局の⼈員体制と産業医など事業場外資源の不⾜。
○⼯夫した点
・円滑な会議進⾏、困りごとに寄り添った会議内容とするため、協議したいこと、質問したいことを事前に市町村教委に確認した。
・「これならできそう」、「この内容なら会議に参加してよかった」と市町村教委が感じるような内容とすることを⼼掛けた。
・市町村教委だけではなく、教育事務所にも加わってもらうことで、圏域ごとの業務改善の取組など既存の流れとの整合、連携を図ることとした。

○調査研究事業の成果、県⽴学校や他市町村教委の取組事例を提供す
ることで、市町村教委の取組を⽀援することができた。

○会議を県が設定することで、市町村教委間で連携する機会となった。

○他市町村教委の取組などを知ることで、市町村⽴学校の教職員に対する
労働安全衛⽣管理やメンタルヘルス対策を⾃分事としてとらえ取組を推
進する機運を醸成することができた。

○第２回全体会議の参加者からは、「他の市町村教育委員会の取組等を
把握でき⼤変参考になった。」や「県教育委員会と市町村教育委員会が
⼀体となって連携・協働する良い機会となった。」、「来年度も開催して欲
しい」等の意⾒が出され、概ね⾼評価であり、県教育委員会として、ねら
い通りの取組を実施することができた。
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事業の成果まとめ
令和５年度〜令和７年度の取組による成果まとめ
〇総論 （成果）︓メンタルヘルス対策では、「労働安全衛⽣管理の活性化」と「教職員の理解啓発」が必要。その取組の推

進には保健師等の専⾨的⼈材の活⽤が有効となる。
●相談、研修、復職の⽀援、労働安全衛⽣管理の活性化などメンタルヘルス対策の基本的な取組も⼀定の効果がある。
・R6教員アンケート
「本事業実施の⼆年間で、メンタルヘルスに関する⾃⾝の意識・関⼼が⾼まりましたか︖」
⇒約７割(73.5%)が「とても⾼まった」「ある程度⾼まった」と回答。
「本事業実施の⼆年間で、メンタルヘルスに関する職場全体の意識・関⼼が⾼まったと感じますか︖」
⇒回答の約７割(69.6%)が「とても⾼まった」「ある程度⾼まった」と回答

・衛⽣委員会開催率
⇒Ｒ５︓49.5％ Ｒ６︓64.0%

・ストレスチェックの受検率（別事業）
⇒Ｒ４︓25.4％ Ｒ５︓64.0％ Ｒ６︓79.3％ Ｒ７︓87.5％

●メンタルヘルス対策に関する体制の整備だけではなく、教員⾃⾝のメンタルヘルスケアの重要性の周知も必要。
・R5教員アンケート
メンタルヘルスの相談窓⼝について、65％が「知っている」と回答したが、利⽤したいかについては47％が「わからない」と回答
・R7職員数50⼈未満学校ヒアリング
メンタルヘルス対策等について「⽇常的に意識している」、「多少意識している」の合計は６割を超え、⼀定程度の浸透がみられるが、調査研
究事業の取組の認知度について、相談窓⼝の利⽤、復職の⽀援の認知度は低い
⇒メンタルヘルス不調の際、早期の適切な⾏動をとれるようメンタルヘルスに関する理解啓発が必要。

●保健師等の専⾨的⼈材がメンタルヘルス対策に関与することが有効。
・保健師、産業医を活⽤した取組
⇒委託先の保健師による、①相談対応 R5:１件 R6:９件 R7:８件 ②研修動画⽉平均視聴件数 R5:81.8件 R6:144.7件
R7:147.6件 ③復職の⽀援（⽀援者数）R5:３名 R6:19名 R7:24名

⇒委託先の産業医を講師としたラインケア研修の満⾜度（「⾮常に良かった」、「良かった」の回答）R7:97.8％ R6:97.5％
R5:90.3％

・保健師が学校と産業医等とのつなぎ役となることも有効
⇒那覇市教委配置(別事業)の産業医に対する相談件数 R6︓165件 R7︓194件（２⽉28⽇時点）
⇒那覇市教委配置の保健師からなどの労働安全衛⽣管理の理解啓発資料の作成・配付・周知
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事業の成果まとめ
令和５年度〜令和７年度の取組による成果まとめ
〇各論

成果取組内容と⼯夫ポイン
ト

取組の⽬的
（期待する効果）

課題テーマ

・１次〜３次予防の取組について、相談件数や研修動画
視聴件数は少ないものの、労働安全衛⽣管理体制整備に
ついては取組の前進が⾒られ、教員アンケートでもメンタルヘ
ルスや労働安全衛⽣に対する意識が⾼まった、との回答が
得られた。
産業医への相談 R7:194件(2⽉28⽇時点) R6:165件
衛⽣委員会開催率 R6:64.0% R5:49.5％
ストレスチェック受検率 R7:87.5％ R6:79.3％
R5:64.0％
アンケート(R6) メンタルヘルスに関する⾃⾝の意識・関⼼に
ついて約７割が「とても⾼まった」「ある程度⾼まった」 と回答

・１次〜３次予防の取組
については委託先の専⾨的
⼈材を活⽤
・労働安全衛⽣管理体制
について、別事業で必置校
全校に産業医を配置、衛
⽣委員会の開催⽅法等を
助⾔

・メンタルヘルス対策の
基本となる１次〜３次
予防（相談、研修、復
職の⽀援）、メンタルヘ
ルス対策の前提である
労働安全衛⽣管理体
制の整備を実施しその
効果を検証

・１次〜３次予
防とその前提とな
る労働安全衛
⽣管理を⾏う体
制が不⼗分

相談、
研修、
復職の
⽀援、
労安体
制の活
性化

・相談や研修の件数はある程度増加
相談対応 R5:１件→R7:８件
研修動画 R5:81.8件→R7:147.6件

・メンタルヘルス対策等の体制を整備するのみではなく教員
の理解が深まるよう取り組むことが必要であるとの⽰唆が得
られた。
R5教員アンケート︓メンタルヘルスの相談窓⼝を65％は
「知っている」が、47％は利⽤したいかは「わからない」

R7職員数50⼈未満学校ヒアリング︓メンタルヘルス対策
等について「⽇常的に意識している」、「多少意識してい
る」の合計は６割を超え、⼀定程度の浸透がみられるが、
調査研究事業の取組の認知度について、相談窓⼝の利
⽤、復職の⽀援の認知度は低い

・名刺⼤カードやリーフレット
配布、LINE活⽤、セルフ
チェック及び新規採⽤教員
⾯談を新たに実施

・メンタルヘルスに関し、
⾃ら適切な対応を取れ
るよう、理解啓発を⾏う

・教員は児童⽣
徒対応等を優
先し⾃⾝の⼼⾝
の健康が後回し
にされがち

メンタル
ヘルス
に関す
る理解
啓発
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事業の成果まとめ
令和５年度〜令和７年度の取組による成果まとめ
〇各論

成果取組内容と⼯夫ポイント取組の⽬的
（期待する効果）

課題テーマ

・市教委事務局に配置された保健師によるメン
タルヘルス対策等の企画⽴案と実施、産業医と
の連携により、専⾨的知⾒を活かした説得⼒の
ある学校の⽀援を展開することができた。
委託先の産業医を講師としたラインケア研修の
満⾜度︓３年間とも90％以上
那覇市の保健師と委託先の保健師による復職
の⽀援︓休職者の不安、管理職の負担感軽
減

・令和６年度から、那覇市教
育委員会事務局に担当保健
師を１名、設置が必要な全
校へ産業医を配置。委託先
の保健師、産業医とも連携。

・専⾨的知⾒を活かした教
員の⽀援

・⾏政職だけでは迅速、
専⾨的視点からの対
応が難しい

教育委
員会事
務局に
おける
専⾨的
⼈材の
活⽤
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事業の成果まとめ
本事業が終了した後のメンタルヘルス対策の取り組み⽅

【総論】（今後の取組⽅針）
○教員のメンタルヘルス対策について、
・調査研究事業においては、

①学校外資源を活⽤した⽀援体制の整備（教育委員会事務局への相談窓⼝の設置、ICTや専⾨的⼈材の活⽤など）
②教職員⾃⾝のメンタルヘルスケアに関する理解啓発（衛⽣委員会等を核とした学校内における労働安全衛⽣管理の活性化）

の２つの柱の取組を⾏ってきたが、それらの取組により、産業医や保健師等への相談件数、セルフケア研修の視聴件数が増加するなど、教員への理
解啓発、周知の漸進が⾒られた。

・今後、メンタルヘルス対策を進める上では、学校外資源を活⽤した⽀援体制の整備、教職員⾃⾝のメンタルヘルスケアに関する理解啓発に関する
取組を着実に実施することが必要である。

○学校外資源の活⽤に関し、業務委託はマンパワーや⺠間事例導⼊の点で有効と考えられるが、学校との関係性構築が難しく調整等に時間を要
するという課題もある。今後の取組については、⾃らの学校の状況に応じた取組を市町村が取捨選択し実施していく、という観点が必要である。

○市町村教育委員会は、市町村⽴学校職員の労務管理を担うという役割・責任に基づき地域や学校の実情等に応じた持続可能な取組を実施
することが必要である。令和８年度以降、沖縄県教育委員会においては、「市町村教育委員会労安活性化会議」や「市町村教委保健スタッフ
ミーティング」の開催、「市町村⽴学校教職員メンタルヘルス対策推進⽀援」の取組等により、各市町村が⾃⾛していけるよう⽀援していく。

【1次・２次予防】＜新規/強化＞
○那覇市教育委員会
・事務局に令和６年度に配置された保健師１名に加え、令和８年度は保健師を１名増員し、メンタルヘルス対策の情報提供など１次予防の取
組、訪問・対⾯を重視した相談対応など２次予防の取組の充実を図る。

○市町村教育委員会全体
・沖縄県教育委員会により、「市町村教育委員会労安活性化会議」や「市町村教委保健スタッフミーティング」の開催により、調査研究事業の成果
等の共有、その他の好事例の情報提供や意⾒交換等を⾏い、「市町村⽴学校教職員メンタルヘルス対策推進⽀援」により、専⾨的知⾒を有する
団体等を活⽤した市町村が取り組む体制整備、研修実施等の取組を⽀援する。

【３次予防】 ＜新規/強化＞
○那覇市教育委員会
・モデル事業の知⾒を活かし、Zoom等オンラインを活⽤した⾯談等、様々な⽅法で休職者の⽀援を継続する。
○市町村教育委員会全体
・「市町村教育委員会労安活性化会議」や「市町村教委保健スタッフミーティング」、「市町村⽴学校教職員メンタルヘルス対策推進⽀援」により、
３次予防の取組を⽀援する。

【メンタルヘルス対策の推進体制】
・那覇市教育委員会学校教育課を中⼼とした体制（⽬的︓担当部署の明確化）
・沖縄県教育庁働き⽅改⾰推進課、学校⼈事課、教育事務所と連携（⽬的︓メンタルヘルス対策・働き⽅改⾰に関する情報の提供、復職の⽀
援の円滑化）

・教育委員会事務局に保健師を⾸⻑部局からの⼈事交流の形で任⽤（⽬的︓労働安全衛⽣の観点からの教職員⽀援の質の向上）
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以下、参考資料
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沖
縄
県

教
育
委
員
会

国
（文部科学省）

那
覇
市
教
育
委
員
会

（
那
覇
市
立
学
校
教
員

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
協
議
会
）

アンケート調査

委託

※着⾊部分は国費（委託）により実施

再委託

県立学校
（高校・特支）

市町村立
小中学校

関
係
者
会
議

（
沖
縄
県
公
立
学
校
教
職
員
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
検
討
会
議
）

関係者会議 構成員
（沖縄県公⽴学校教職員
メンタルヘルス対策検討
会議 委員）

○沖縄県教育委員会
・働き⽅改⾰、メンタルヘルス
担当課⻑

・⼈事担当課⻑
・県⽴学校⻑
○医療・⼼理の専⾨的な知識を
有する者

・産業医
・県内⼤学 研究者
・公認⼼理師
○市町村教育委員会（再委託先）
・⼈事、メンタルヘルス担当部署
・⼩中学校⻑

再
々
委
託
先

再々委託

研修（ラインケア等⽀援）

相談（窓⼝機能拡充、
管理職⽀援）

調査結果・既存データの分析

○復職⽀援
・リワークプログラム（ICT活⽤）
・専⾨職による⾯談、⽀援

≪ICTを活⽤≫
≪専⾨職が対応≫
○相談対応
○教員に対する研修
○管理職に対する研修

アンケート調査等の実施・分析

設置

情報共有

参加、
情報共有

内容検討
検証

モデル事業

１ 公⽴学校教員のメンタルヘルス対策に関する調査研究事業 実施体制図（沖縄県、那覇市）
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２ 学校への配布資料（「産業医、保健師等による相談体制の整備」（スマートフォンを利⽤する「セルフチェック」の導⼊）関係）
(1)ー①オンライン相談窓⼝「メンタルクラウド」、「セルフチェック」リーフレットの配付

○「メンタルクラウド」周知リーフレット ○ 「セルフチェック」 周知リーフレット
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２ 学校への配布資料（「産業医、保健師等による相談体制の整備」（スマートフォンを利⽤する「セルフチェック」の導⼊）関係）
(1)ー②「メンタルヘルスカード」の配付（メンタルクラウド、セルフチェックの周知）

○カード表⾯ ○カード裏⾯
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２ 学校への配布資料（「復職の⽀援」関係）
(1)ー③「療養のしおり」の作成

○表⾯ ○裏⾯

※Ａ４サイズ三つ折りにて配付
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２ 学校への配布資料（「労働安全衛⽣管理体制の整備及び労働安全衛⽣管理の取組の活性化」関係）
(2)－① 産業医、衛⽣委員会に関する資料の配付

○表⾯ ○裏⾯
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２ 学校への配布資料（「労働安全衛⽣管理体制の整備及び労働安全衛⽣管理の取組の活性化」関係）
(2)－② 労働安全衛⽣管理、メンタルヘルスに関する資料「教職員の健康づくり情報」の配付

○表⾯ ○裏⾯



19

２ 学校への配布資料（「労働安全衛⽣管理体制の整備及び労働安全衛⽣管理の取組の活性化」関係）
(2)－② 労働安全衛⽣管理、メンタルヘルスに関する資料「保健だより」の配付

○４⽉号 ○７⽉号 ○11⽉号


